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1. はじめに 

国際標準化活動の重要性が認識され，標準化人材育

成への活動が具体化したことは，望ましいが，この活

動を継続的に推進し，さらに高度化していくためには，

標準化活動に対する適切な評価が望まれる[1]． 

どのような活動であれ，その推進にはそれなりのリ

ソースを必要とする．活動に投入し得るリソースの規

模は，活動に対する評価・還元に依存する．標準化活

動が開始されてから，その技術に関する規格が発効さ

れ，それに基づくプロダクツが市場で評価されてリソ

ース提供元への還元が行われるまでには，かなり時間

遅れを要し，その間にさまざまな因子が市場での評価

に入り込む．その結果，標準化活動に対する評価は単

純ではない．標準化人材育成は，標準化活動の開始以

前の活動であり，標準化人材育成の活動の有効性を客

観的に評価することは容易ではない． 

そこでまず標準化活動の評価モデルを考え，ある程

度の誤差と批判とを承知の上で，標準化人材育成をも

含む標準化活動の有効性を求め方を検討する． 

2. 標準化関連活動モデル 

標準化活動はその成果物としての規格がプロダクツ

に反映され，それをマーケットでより多くの利用者か

ら評価されてはじめて標準化活動の有効性が生じる．

特に WTO/TBT が発効して以降，国際標準化活動はマー

ケットの拡大，単価の低減等への寄与による利用者数

増大への有効性が注目され，各国，各企業による国際

標準化戦略が議論されることになった． 

したがって標準化活動は，標準化活動を含むさらに

大きな社会的・経済的活動の中でその位置付けと他の

活動との関連とを明らかにした上で，マーケットから

の経済的な還元を最終的な“ありがたみ”としてその

評価基準にする必要がある．標準化活動に関連する社

会的・経済的活動を，図 1に標準化関連活動モデルと

して示す． 

標準化活動は，企業・組織等の戦略に基づき，そこ

からの人的，経済的サポート(投資)のもとに行われる．  

標準化活動で作成された規格は，生産活動の成果物と 
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してのプロダクツに反映されるが，生産過程，研究開

発過程の情報が標準化に反映されることも多く，研究

開発の成果物としての知財については，戦略的判断に

基づいて標準化の対象とするか否かが議論される． 

 

図 1 標準化関連活動モデル 

これらの活動を支えるリソース(エキスパートなど)

は，人材育成の過程を経て作られる．標準化人材育成

もここに位置付けられる．人材育成に対する投資は企

業・組織からだけでなく，個人から提供されることも

ある．  

このような標準化関連活動モデルの中で，標準化作

業そのものに限定した範囲を図 1 において枠で囲み，

標準化活動モデルとして位置付ける． 

3. 標準化活動モデル 

標準化活動モデルに着目すると，入力としての投資

K(企業にとっては標準化の経費)と出力としての成果

物 S(規格制定の件数)とが，標準化の活動をマクロに

評価するための要素となる．これらの要素間の関係を

標準化活動関数 

       S = f(K)     ---                   (1)  

を用いて表す． 

標準化活動モデルの成果物としての規格に基づくプ

ロダクツがその業界のマーケットで評価されてマーケ

ットの拡大(単価の低減等の標準化の効果も結果とし

てマーケットの拡大に含める)に繋がり，標準化による

マーケット拡大の結果に伴う経済的還元の増分が，標

準化への投資と比較して大きいとき，国際標準化活動



 

 

が有意義であると判断される． 

ある業界におけるマーケット規模(マーケットでの

取引額)を M とし，それが標準化によって 

       M(1 + δ)                 ---      (2)   

に拡大すると考え，標準化によるマーケット拡大効果

δは標準化活動の成果物 Sによって 

       δ = F(S) = F(f(K))      ---      (3)  

と表わされるとする．このとき標準化によるマーケッ

トの拡大は金額で 

       Mδ = M・F(f(K))         ---       (4)  

となり，マーケットでの取引額に対する業界への還元

率をμとするとき，業界として獲得する標準化の効果

(金額)は， 

       μMδ = μM・F(f(K))     ---      (5)  

によって表わされる．したがって，これをマーケット

規模 M(円)，業界への還元率μおよび標準化活動への

投資 K(円)によって正規化した標準化活動の効果

(standardization benefit)は， 

       F(f(K))/K                 ---      (6)   

となる． 

ここで f(K)/K は標準化機関によって異なり，標準化

組織の効率と呼ぶことができる．F(S)/S は規格に関す

る経済効果と考えられる． 

標準化組織での作業には常に時間遅れを伴う．しか

しその組織が継続して何件もの課題について標準化を

推進しているなら，ある期間におけるその標準化組織

への投資とマーケットから得られる還元とからその組

織の活動を評価できる．それで上述の議論には時間の

パラメータを含めていない． 

3.1 標準化活動モデルの詳細化 

標準化活動モデルの内容を国際標準化活動に関して

さらに詳細化して図 2 に示す．ISO, IEC などで行われ

る国際標準化活動は，各国から参加するエキスパート

によって推進される．エキスパートは，国内標準化組

織において，国としての position を明確にして投票，

コメントを提出する．そのため，企業・組織等はこれ

らの活動を行うエキスパートを提供するとともにその

旅費を負担し，国内標準化組織の活動を支える分担金

を負担する必要がある．国際標準化組織への分担金は，

国としてまとめて負担することが多いが，企業・組織

等にも分担金が請求される場合もある．  

国 内 標 準 化 組 織 は 国 際 標 準 化 の 幹 事 国

(secretariat)業務などを行うことがあり，国内標準化

組織への分担金には，このような国際活動経費も含ま

れる． 

3.2 評価例 

JTC1 の国内対応標準化組織である情報処理学会の

情報規格調査会(ITSCJ)に関連する JTC1 の標準化活動

の効率 S/K = f(K)/K を求めた結果を既に文献[2]に報

告した． 

 

図 2 標準化活動モデルの詳細化 

4. 標準化リソースモデル 

標準化人材育成の効果を評価する試みとして，日本

規格協会(JSA)は同協会が実施した国際標準作成研修

と国際標準化リーダシップ研修の受講生に対するアン

ケート[3]がある．  

図 1 の標準化関連活動モデルの構成要素として，教

育投資(費用)を受けて，図 1 の枠で囲まれた標準化作

業に対してどのような寄与を与えるかを示す標準化リ

ソースのモデルについては，これまで必ずしも充分な

検討はなされていない．  

この標準化リソースモデルは，標準化作業を習得す

るために自己に費やした教育投資を入力とし，標準化

作業に対する寄与を出力とするような教育モデルによ

って示すのが適切である．標準化作業に対する寄与は，

ある標準化作業を実行するための時間の短縮効果など

で表される．その計測には，マッチング法(類似の属性

をもつ，教育を受けた者と受けない者とを比較する教

育効果計測方法)[4]の利用が考えられるが，その具体

化にはさらに検討が必要である． 

5. むすび 

文献[2]で提案した標準化関連活動モデルに対して，

これまで関係者からいただいた幾つかのコメントを反

映した追記を行うとともに，文献[2]では扱われなかっ

た標準化リソースモデルに言及した．標準化リソース

モデルの詳細化とそれに基づく具体的評価が今後の課

題である． 
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